
大阪市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成２５年大阪市条例第１９号）の一部を次のように改正する。

第３条中「第５４条の２から第５４条の８まで」を「第５４条の６から第５４条の１２まで」

に、「第７１条の２から第７１条の４まで」を「第７１条の３から第７１条の６まで」に、「附

則」を「附則並びに児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第３号。以下「平成３０

年改正省令」という。）附則第３条」に改める。

第４条の見出しを「（法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で定める者等）」に改

め、同条中「第２１条の５の１５第２項第１号」を「第２１条の５の１５第３項第１号」に改

め、同条の次に次の１条を加える。

（共生型障害児通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第４条の２ 法第２１条の５の１７第１項第１号の条例で定める基準及び同項第２号の条

例で定める指定通所支援の事業の設備及び運営に関する基準は、指定通所支援基準

第５４条の２から第５４条の５まで及び第７１条の２に定めるとおりとする。

第５条中「第２１条の５の１８第１項」を「第２１条の５の１９第１項」に、「第５４条の８」

を「第５４条の１２」に、「第７１条の４」を「第７１条の６」に、「に定める」を「及び平

成３０年改正省令附則第２条に定める」に改める。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

議 案 第８６号

大阪市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例の一部を改正する条例案
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平成３０年３月１日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を改めるとともに、規定を整備する

ため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提出する次第である。
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（基準該当通所支援に関する基準）

第３条 法第２１条の５の４第１項第２号の条例で定める事項は、児童福祉法に基づく指定通所支

援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「指定通

所支援基準」という。）第５４条の２
第５４条の６

から第５４条の８
第５４条の１２

まで及び第７１条の２
第７１条の３

から第７１条の４
第７１条の６

まで並

びに附則並びに児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第３号。以下「平成３０年改正省令」という。）

附則第３条に定めるとおりとする。

（法第２１条の５の１５第２項
第３項

第１号の条例で定める者等）

第４条 法第２１条の５の１５第２項
第３項

第１号（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を含

む。）の条例で定める者は、法人である者とする。ただし、医療型児童発達支援（病院又は診

療所により行われるものに限る。）に係る指定の申請又は指定の更新の申請については、この

限りでない。

（共生型障害児通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第４条の２ 法第２１条の５の１７第１項第１号の条例で定める基準及び同項第２号の条例で定める

指定通所支援の事業の設備及び運営に関する基準は、指定通所支援基準第５４条の２から第５４条

の５まで及び第７１条の２に定めるとおりとする。

（指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準）

第５条 法第２１条の５の１８
第２１条の５の１９

第１項の条例で定める基準及び同条第２項の条例で定める指定通所支

援の事業の設備及び運営に関する基準は、指定通所支援基準（第５４条の２から第５４条の８
第５４条の１２

まで

及び第７１条の２から第７１条の４
第７１条の６

までを除く。）及び平成３０年改正省令附則第２条に定めるとこ

ろによる。
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大阪市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例（抄）
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